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A.研究目的

HIV 感染者の予後の改善をもたらし、HIV 感染

拡大を防ぐためには、HIV 感染者の早期発見が重

要である。HIV 感染者の受検行動を詳細に解析す

ることにより、現在行われている検査システムが

さらに向上する可能性がある。今年度は、2015
年に当院を受診した初診患者を中心に受検行動

について解析を行った。また、急性 HIV 感染者

は、診断の直前に感染した症例であることから現

在の流行を示唆している可能性があること、症状

を伴い医療機関を受診することもあるが診断が

困難なため見逃されるケースも少なくないこと、

血中 HIV-RNA 量が高くいわゆるスプレッダーに

なっている可能性があるなどの慢性期症例とは

異なった特徴を持つ。診断が困難であることから、

医療者側もしくは患者側の何らかの要因により

急性 HIV 感染者と診断された可能性ある。そこ

で、患者側の要因として急性感染期での診断と診

断前の受検行動について検討した。

研究要旨

【目的】HIV 感染者の受検行動を詳細に解析することにより、現在行われている検査システムがさら

に向上する可能性がある。今年度は、2015 年に当院を受診した新規診断患者の診断をうけて施設と

HIV の検査理由について解析をした。また、急性感染期での診断と診断前の受検行動について検討し

た。【方法】2015 年に当院を受診した新規診断患者について診断を受けた施設と検査理由について情

報を収集した。2003〜2013 年に当院を受診した新規診断 HIV 感染者のうち、献血以外の経緯で陽性

が判明した症例を対象とした。急性 HIV 感染症は、診断時のウエスタンブロット法が陰性もしくは判

定保留で、PCR 法が陽性のものとした。診療録から後ろ向きに情報を収集した。【結果】2015 年の新

規診断患者は 150 例であり、HIV 感染者は 109 例、AIDS 患者は 41 例であった。HIV 感染者では 38%
が保健所・特設検査施設で診断されていた。自主検査（VCT）か医療従事者主導による HIV 検査（PITC）

かの判断が困難なケースも存在した。2003〜2010 年の新規診断 HIV 感染者 1160 例のうち診断前 6
ヶ月以内の HIV 検査陰性歴を有する割合は、急性 HIV 感染者（15%）で最も高く、次いで無症候性

キャリア（5%）、AIDS 患者（＜1%）となった（p＜0.0001）。次に、2006〜2013 年の急性 HIV 感染

者のうち、診断前の検査歴の情報がある 104 例について解析を追加した。診断前 6 ヶ月以内の検査陰

性歴があった症例（20 例）は無かった症例（84 例）に比較し、保健所・特設検査施設（受検あり歴

群 25%と受検歴なし群 11%）や HIV 自主検査を行う診療所（受検歴あり群 25%と受検歴なし 10%）

で診断された症例の高い割合を認めた（p=0.0208）。【結論】当院の 2015 年の新規診断 HIV 感染者の

38%が保健所や特設検査施設などの自主検査施設で診断されており、医療機関で実施された自主検査

を含めると約半数が VCT で診断された。急性感染期での診断と診断前の受検行動に関連性を認め、

ハイリスク者に対する啓発の重要性が示唆された。



B.研究方法

2003〜2013 年に当院を受診した新規診断HIV感

染者のうち、献血以外の経緯で陽性が判明した症

例を対象とした。急性 HIV 感染症は、診断時の

ウエスタンブロット法が陰性もしくは判定保留

で、PCR 法が陽性のものとした。診療録から後ろ

向きに情報を収集した。

(倫理面への配慮)
研究にあたり当院で倫理審査をうけ、ホームペー

ジに情報を公開し、拒否する機会を保障した。患

者氏名・生年月日・住所などの個人を特定する情

報を削除しデータを収集した。

C.研究結果

2015 年の初診患者数 214 例のうち新規診断患者

は 150 例、HIV 感染者は 109 例、AIDS 患者は

41 例であった。診断をうけた施設は、HIV 感染

者・AIDS 患者とも一般医療機関が最も多かった

（図 1）。AIDS 患者では 1 例を除いた全例で医療

従事者主導による HIV 検査（PITC）で陽性が判

明し、一方 HIV 感染者では自主検査（VCT）が

約半数を占め、医療機関における術前検査など

HIV 感染症を疑わずに陽性が判明した症例も

14%存在した。

図 1 診断を受けた施設を検査理由の内訳

2003〜2010 年の新規診断 HIV 感染者 1160 例を

対象とした。診断前 6 ヶ月以内の HIV 検査陰性

歴を有する割合は、急性 HIV 感染者（15%）で最

も高く、次いで無症候性キャリア（5%）、AIDS
患者（＜1%）となった（p＜0.0001）。次に、2006
〜2013 年の急性 HIV 感染者のうち、診断前の検

査歴の情報がある104例について解析を追加した。

診断前 6 ヶ月以内の検査陰性歴の有無により、受

検歴あり群（20 例）・受検歴なし群（84 例）に分

類し、群間比較を行った。急性 HIV 感染症と診

断した施設について検討した。受検歴あり群は保

健所・特設検査施設（受検あり歴群 25%と受検歴

なし群 11%）や HIV 自主検査を行う診療所（受

検歴あり群 25%と受検歴なし 10%）で診断された

症例の割合が高く（p=0.0208）、急性 HIV 感染者

においても受診行動と診断施設との関連性が示

された。

D.考察

2015 年新規診断症例における HIV 感染症の診

断場所について検討を行った。AIDS 患者はほと

んどが一般医療機関で PITC として診断をうけて

いたが、1 例のみ医療機関の術前検査で偶然に

HIV 陽性が判明し、その後の精査で軽症のニュー

モシスティス肺炎と診断された。一方、AIDS 患

者と比較すると HIV 感染者では自主検査（保健

所・保健センター・特設検査施設・診療所）の役

割が大きく、約半数が VCT として診断をうけて

いる。VCT に分類とするのか PITC に分類するの

かが判断するのに困難なケースもある。若年男性

者が帯状疱疹になったために自主的に検査を受

けた・尿道炎などの性感染症と診断されたのち

HIV 検査を受けたなど、本来なら PITC として検

査すべき症例も存在し、これらはVCTに含めた。

反対に、費用面の配慮のために医療従事者から医

療機関で検査を行わずに VCT を勧められたケー

スもあった。

急性 HIV 感染者では診断前 6 ヶ月以内の検査

陰性歴を持つ症例が多く、診断前 6 ヶ月以内の検



査陰性歴は急性 HIV 感染症を診断した施設とも

関連を示した。

直近の検査歴がある症例が急性 HIV 感染症を

発症したことについて、VCT での教育が不十分な

ために HIV 感染が起こったとの考えもある。し

かし、リスク行動を回避することができずにリス

クを繰り返す症例については、頻回に検査を行う

ことが大事である。CDC の指針においてもリス

クのある症例は最低年1 回の検査が推奨されてい

る。急性感染期で診断されるためには、HIV 感染

のリスクを認識し、体調変化に気づいた場合は速

やかに検査を受検し、急性 HIV 感染症の診断が

可能な施設で HIV 検査を受ける必要がある。大

阪の保健所・保健センター・特設検査施設では p24
抗原の検出感度の高いCLIA法によるスクリーニ

ング検査や、確認検査として PCR 法が行われる

こともあり、VCT においても急性感染の診断が可

能な施設が存在した。また、HIV 自主検査を行う

診療所では、一般医療機関と比較し、性感染症を

有するハイリスク症例が受診していること、医療

者側が HIV 感染症について知識を有しているこ

とから、適切に HIV 検査が行われたと考えられ

た。

E.結論

当院の 2015 年の新規診断 HIV 感染者の 38%
が保健所や特設検査施設などの自主検査施設で

診断されており、医療機関で実施された自主検査

を含めると約半数が VCT で診断された。急性感

染期での診断と診断前の受検行動に関連性を認

め、ハイリスク者に対する啓発の重要性が示唆さ

れた。
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